
公文書館法と国立公文書館法について公文書館法と国立公文書館法について

公文書館法（議員立法）
（昭和62年法律第115号）

国立公文書館法（議員立法）
（平成11年法律第79号）

（現行）独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）は、第15
条第4項の規定により移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、

及び一般の利用に供すること等の事業を行うことにより、国立公文書館又は国
の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用
を図ることを目的とする。

（旧）国立公文書館は、歴史資料として重要な公文書等を保存し、閲覧に供
するとともに、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する情報
の収集、整理及び提供、専門的技術的な助言、調査研究並びに研修その他
の事業を行い、あわせて総理府の所管行政に関し図書の管理を行う機関と
する。

§4

この法律は、公文書館法（昭和62年法律第115号）の精神にのっとり、独立
行政法人国立公文書館の名称、目的、業務の範囲、国の機関の保管に係
る公文書等の保存のために必要な措置等を定めることにより、独立行政法
人国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書
等の適切な保存及び利用に資することを目的とする。

（注）青文字・下線箇所は、独立行政法人化に伴う形式的な改正。また、朱書・下線箇所は、独立行政法人化時に追加された文言である。

この法律において「公文書等」とは、国又は地方公共団体が保管する
公文書その他の記録（現用のものを除く。）をいう。

§２

この法律において「公文書等」とは、公文書その他の記録（国の機関におい
て現用のものを除く。）をいう。

§２

（旧）公文書館は、歴史資料として重
要な公文書等を保存し、閲覧に供す
るとともに、これに関連する調査研
究を行うことを目的とする施設とする

§4

（現行）公文書館は、歴史資
料として重要な公文書等（国
が保管していた歴史資料とし
て重要な公文書その他の記録
を含む。次項において同
じ。）を保存し、閲覧に供す
るとともに、これに関連する
調査研究を行うことを目的と
する施設とする。

独法化以前に移管された公文書
についても引き続き保管するため
の改正

（旧）公文書館は、国又は地方公共

団体が設置する。

（現行）公文書館は、国立公文書
館法（平成１１年法律第７９号）
の定めるもののほか、国又は地
方公共団体が設置する。

国・地方公共団体以外の類型とな
る独立行政法人としての国立公
文書館も公文書館法の対象とす
るための改正

§5

（目的）

§１

（目的）

§１

§15

国の機関は、内閣総理大臣と当該国の機関とが協議して定めるところにより、当該
国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必
要な措置を講ずるものとする。

２ 内閣総理大臣は、前項の協議による定めに基づき、歴史資料として重要な公
文書等について、国立公文書館において保存する必要があると認めるときは、当
該公文書等を保存する国の機関との合意により、その移管を受けることができる。

３ 前項の場合において、必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、あらかじ
め、国立公文書館の意見を聴くことができる。

４ 内閣総理大臣は、第二項の規定により移管を受けた公文書等を国立公文書館
に移管するものとする。

国立公文書館の独立行政法人化国立公文書館の独立行政法人化
国立公文書館法の一部改正 （平成
11年法律161号）の附則による改正

国立公文書館法の一部改正（閣法）
（平成11年法律161号）

この法律は、公文書等を歴史資料として保存し、利用に供することの
重要性にかんがみ、公文書館に関し必要な事項を定めることを目的
とする。

資料４
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○公文書館法（昭和62年12月15日法律第115号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、公文書等を歴史資料として保存し、利用に供することの重要性にか

んがみ、公文書館に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「公文書等」とは、国又は地方公共団体が保管する公文書その

他の記録（現用のものを除く。）をいう。 

 

（責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関し、

適切な措置を講ずる責務を有する。 

 

（公文書館） 

第四条 公文書館は、歴史資料として重要な公文書等（国が保管していた歴史資料として

重要な公文書その他の記録を含む。次項において同じ。）を保存し、閲覧に供するととも

に、これに関連する調査研究を行うことを目的とする施設とする。 

２ 公文書館には、館長、歴史資料として重要な公文書等についての調査研究を行う専門

職員その他必要な職員を置くものとする。 

 

第五条 公文書館は、国立公文書館法 （平成十一年法律第七十九号）の定めるもののほか、

国又は地方公共団体が設置する。 

２ 地方公共団体の設置する公文書館の当該設置に関する事項は、当該地方公共団体の条

例で定めなければならない。 

 

（資金の融通等） 

第六条 国は、地方公共団体に対し、公文書館の設置に必要な資金の融通又はあつせんに

努めるものとする。 

 

（技術上の指導等） 

第七条 内閣総理大臣は、地方公共団体に対し、その求めに応じて、公文書館の運営に関

し、技術上の指導又は助言を行うことができる。 

 

   附 則 

（専門職員についての特例） 

２  当分の間、地方公共団体が設置する公文書館には、第四条第二項の専門職員を置かな

いことができる。 
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○国立公文書館法（平成11年6月23日法律第79号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、公文書館法 （昭和六十二年法律第百十五号）の精神にのっとり、独

立行政法人国立公文書館の名称、目的、業務の範囲、国の機関の保管に係る公文書等の

保存のために必要な措置等を定めることにより、独立行政法人国立公文書館又は国の機

関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用に資することを目

的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「公文書等」とは、公文書その他の記録（国の機関において現

用のものを除く。）をいう。 

 

（名称） 

第三条 この法律及び独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号。以下「通則法」と

いう。）の定めるところにより設立される通則法第二条第一項 に規定する独立行政法人

の名称は、独立行政法人国立公文書館とする。 

 

（国立公文書館の目的） 

第四条 独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）は、第十五条第四項

の規定により移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、及び一般の利用に

供すること等の事業を行うことにより、国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資

料として重要な公文書等の適切な保存及び利用を図ることを目的とする。 

 

（特定独立行政法人） 

第五条 国立公文書館は、通則法第二条第二項 に規定する特定独立行政法人とする。 

 

（事務所） 

第六条 国立公文書館は、主たる事務所を東京都に置く。 

 

（資本金） 

第七条 国立公文書館の資本金は、国立公文書館法の一部を改正する法律（平成十一年法

律第百六十一号）附則第五条第二項の規定により政府から出資があったものとされた金

額とする。 

２ 政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、国立公文

書館に追加して出資することができる。 

３ 国立公文書館は、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資

本金を増加するものとする。 
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（役員） 

第八条 国立公文書館に、役員として、その長である館長及び監事二人を置く。 

２  国立公文書館に、役員として、理事一人を置くことができる。 

 

（理事の職務及び権限等） 

第九条 理事は、館長の定めるところにより、館長を補佐して国立公文書館の業務を掌理

する。 

２ 通則法第十九条第二項 の個別法で定める役員は、理事とする。ただし、理事が置かれ

ていないときは、監事とする。 

３ 前項ただし書の場合において、通則法第十九条第二項 の規定により館長の職務を代理

し又はその職務を行う監事は、その間、監事の職務を行ってはならない。 

 

（役員の任期） 

第十条 館長の任期は四年とし、理事及び監事の任期は二年とする。 

 

（業務の範囲） 

第十一条 国立公文書館は、第四条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 第十五条第四項の規定により移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、

及び一般の利用に供すること。 

二 国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等（次号から

第五号までにおいて「歴史資料として重要な公文書等」という。）の保存及び利用に関

する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

三 歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言を行う

こと。 

四 歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する調査研究を行うこと。 

五 歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する研修を行うこと。 

六 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 国立公文書館は、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、内閣

総理大臣からの委託を受けて、公文書館法第七条 に規定する技術上の指導又は助言を行

うことができる。 

 

（積立金の処分） 

第十二条 国立公文書館は、通則法第二十九条第二項第一号に規定する中期目標の期間（以

下この項において「中期目標の期間」という。）の最後の事業年度に係る通則法第四十四

条第一項又は第二項の規定による整理を行った後、同条第一項の規定による積立金があ

るときは、その額に相当する金額のうち内閣総理大臣の承認を受けた金額を、当該中期

目標の期間の次の中期目標の期間に係る通則法第三十条第一項の認可を受けた中期計画

（同項 後段の規定による変更の認可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるとこ

ろにより、当該次の中期目標の期間における前条に規定する業務の財源に充てることが

できる。 
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２ 内閣総理大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、内閣府

の独立行政法人評価委員会の意見を聴くとともに、財務大臣に協議しなければならない。 

３ 国立公文書館は、第一項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による

承認を受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を国庫に納付しなけ

ればならない。 

４ 前三項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事

項は、政令で定める。 

 

（主務大臣等） 

第十三条 国立公文書館に係る通則法 における主務大臣、主務省及び主務省令は、それぞ

れ内閣総理大臣、内閣府及び内閣府令とする。 

 

第十四条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした国立公文書館の

役員は、二十万円以下の過料に処する。 

一 第十一条に規定する業務以外の業務を行ったとき。 

二 第十二条第一項の規定により内閣総理大臣の承認を受けなければならない場合にお

いて、その承認を受けなかったとき。 

 

第十五条 国の機関は、内閣総理大臣と当該国の機関とが協議して定めるところにより、

当該国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必要な

措置を講ずるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、前項の協議による定めに基づき、歴史資料として重要な公文書等に

ついて、国立公文書館において保存する必要があると認めるときは、当該公文書等を保

存する国の機関との合意により、その移管を受けることができる。 

３ 前項の場合において、必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、あらかじめ、国

立公文書館の意見を聴くことができる。 

４ 内閣総理大臣は、第二項の規定により移管を受けた公文書等を国立公文書館に移管す

るものとする。 

 

第十六条 国立公文書館において保存する公文書等は、一般の利用に供するものとする。

ただし、個人の秘密の保持その他の合理的な理由により一般の利用に供することが適当

でない公文書等については、この限りでない。 
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○内閣府設置法（平成11年7月16日法律第89号） 

 

（所掌事務） 

第四条 内閣府は、前条第一項の任務を達成するため、行政各部の施策の統一を図るため

に必要となる次に掲げる事項の企画及び立案並びに総合調整に関する事務（内閣官房が

行う内閣法 （昭和二十二年法律第五号）第十二条第二項第二号 に掲げる事務を除く。）

をつかさどる。 

２ （略） 

３ 二項に定めるもののほか、内閣府は、前条第二項の任務を達成するため、次に掲げる

事務をつかさどる。 

四十二 公文書館に関する制度に関すること。 

四十三 前号に掲げるもののほか、歴史資料として重要な公文書その他の記録（国又は

独立行政法人国立公文書館が保管するものに限り、現用のものを除く。）の保存及び利

用に関すること（他の機関の所掌に属するものを除く。）。 

 




